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──はじめに
近年日本では、少子化や高齢化、そして生産年齢人口の減少が進む中、家事労働の外部
化を促進することで、女性のより一層の社会進出やワーク・ライフ・バランスの実現を目指
す動きがみられるようになっている。そのために、政府は 2014 年 6 月に「『日本再興戦
略』改定 2014」を閣議決定し、国家戦略特区（神奈川、大阪、東京）では「外国人家事支援
人材」（外国人労働者）の試行的な受け入れ事業が進められている。
家事・介護労働をめぐって、これまで日本では、再生産労働の国際移転とそれに伴う当該
社会のジェンダー秩序の問題や連鎖するケアの問題を扱った研究（伊藤・足立 2008）、外国
人家事労働者自身の経験に焦点を当て、その実態や戦略について取り上げた研究（上野
2011 等）、また「人の国際移動」と「社会移動」をジェンダーの視角を用いて批判的に検討
した研究（小ヶ谷 2016）などが行われてきた。2011 年 6 月に国際労働機関（ILO）で家事労
働者条約（C189）が採択されたこともあり、近年では家事・介護労働者の権利保障をめぐる
研究も盛んとなっている２）。「外国人家事支援人材」は国家戦略特区で一定の要件を満たし
た家事支援サービス提供企業にフルタイムで雇用され（通算 3 年未満）、個人家庭で就労す
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── はじめに
1 ── EUレベルでの「対人サービス」振興の背景
2 ── フランスとベルギーにおけるバウチャー制度の導入
3 ── フランスとベルギーのバウチャー制度の比較からみえてくるもの
── おわりに
【要旨】本稿では、家事や介護労働といったサービス部門の振興政策が EU レベルでどの
ように構想され、またフランスとベルギーで実際にどのようにバウチャー制度を導入しな
がら進められていったのかを振り返る１）。その際、どのような行為者がかかわっていたの
か、そしてどのような目的をもって推進されたのかにも着目し、さまざまな思惑が交錯し
ている状況を示す。最後に、家事や介護労働の担い手としてこれまで想定されていたのは
低技能労働者や失業者であり、多くの移住労働者や非正規滞在者が働く現実は組み込まれ
ていないといった実態とどう向き合っていくのかなど、今後の課題についてとりあげる。
ることになるが、こうした政策がどのような行為者により、どのような政策的意図をもっ
て進められてきたのか、その経緯や実態については詳しい研究が俟たれる。
ヨーロッパに目を転じると、EU レベルで、またさまざまな加盟国で、内容の差はあれ、
家事や育児、介護といった分野でサービスの外部化が進み、低技能労働者のための雇用を
創出し、インフォーマル経済を縮小させ、またワーク・ライフ・バランスを支えるような政
策が積極的に進められてきたことが分かる。
そして EU においては、「バウチャー」というツールを積極的に使うことで、家事や介護
労働の産業化を推し進めようとしてきたことも分かる。バウチャーとは、個人を対象とし
た使途制限のある補助金を指すが、公共政策の一環で支給される補助金に「市場型メカニ
ズム」を取り入れる手段として、教育分野や社会保障分野等で導入が検討されてきた歴史
がある。日本でも、公共政策を実施していく上で「選択」 と「競争」の要素を加える手段
として導入が検討されてきた（内閣府政策統括官 2001）。EU のこうした政策がどのようにし
て導入されたのかを詳しく知ることは、日本が進めている政策のあり方を考える上で、ま
た外国人家事労働者が働く際に直面する諸問題、またその権利保障を考える上で有益であ
ると思われる。
そこで以下ではまず、EU レベルで家事や介護労働の振興とバウチャー制度の活用がい
つ、どのように検討されたのかをみていく。
次に、バウチャー制度を特に積極的に活用してきたフランス、そしてベルギーのケース
をとりあげ、その導入過程を比較しながら振り返る。どのような行為者が、どのような目
的をもってかかわり、バウチャー制度の導入が進められてきたのか、現地でのインタビュ
ー調査の結果なども参照しながら、明らかにしていきたい。
1 ── EUレベルでの「対人サービス」３）振興の背景
欧州委員会は EU 加盟諸国における失業問題を改善すべく、はやい段階から家事労働や
介護労働を外部化し、そうしたサービス部門の産業化を推進することを提言している。
フランスの社会党出身のジャック・ドロールが率いていた欧州委員会は、1993 年 6 月の
コペンハーゲン欧州理事会での要請を受けて、同年 12 月のブリュッセル欧州理事会に
『成長、競争力、雇用－21 世紀に向けての挑戦と進路（白書）』（通称ドロール白書）（Commis-
sion of the European Communities 1993）を提出している。白書では、EU において失業率が上昇
する中で雇用を生み出す方策が提案されているが、全体を通して規制緩和や労働時間の短
縮、ワークシェアリングを進める必要性が強く押し出された。提言の柱として示されてい
るのは、運輸や環境、情報通信技術の発達等に関連するものだが、新たな雇用創出策のひ
とつとして、「ローカル・サービス」（[英語] Local Services / [仏語] Services de proximité）の普及も
あげられたのである。
「ローカル・サービス」で想定されたサービスとは、高齢者や障がい者への在宅での支援、
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食事の支度や家事労働、子どもの学校への送り迎えや育児、学習支援などである。白書で
は、こうしたサービスは需要があるにもかかわらず、価格が高いことが原因で利用が伸び
ていないと分析されている。その結果、インフォーマル経済において、あるいは公的財政
に支えられてサービスが提供されるのが実態であると述べられている。
こうした状況を変えるためには、税の控除が有効であるとの見方が示されている他、食
事補助用のバウチャー４）と似たような「サービス・バウチャー」の発行が効果的なツールと
なるとの見解が示されている（Commission of the European Communities 1993: 19-20）。
食事補助用のバウチャーは、雇用主が食事代の補助として額面の大部分を支払い、労働
者はそのごく一部を負担するのみで利用できるというもので、フランスやベルギーでは
1960 年代から普及しはじめたものである。今日では日常的にレストランやスーパーなどで
広く使われるものとなっている（近年ではチャージして使うカード型が普及し、本人のみ
が使用可能）。「ローカル・サービス」の普及にバウチャーを利用しようという提言が出てき
た背景には、食事補助用バウチャーへの言及があることからも、ベルギーやフランスでの
実際の利用モデルがあったことが大きいと考えられる５）。
実は、白書の作成に先立ち、ドロール委員長は 1993 年 6 月のコペンハーゲン欧州理事
会に雇用創出に向けての 8 つの提言をまとめた文章を提出している。そこでは、雇用を生
み出しうる新しい発展のモデルへの期待が示されているが、抽象的な記述にとどまってい
る。サービス部門での雇用創出に関して具体的な記述が現れるのは、欧州委員会が白書を
まとめるにあたって各加盟国から行った意見集約の中のベルギー（1993 年 9 月 14 日付）、
そしてルクセンブルク（1993 年 9 月 10 日付）からの意見書の中である（『ドロール白書』の
パート C に所収）。特にベルギーは、1993 年 7 月から 12 月まで議長国を務める番だったこ
ともあり、詳細な意見書を送っており、その意向は大きく反映されたものと思われる。ベ
ルギー政府は、社会の変化に対応した新しいタイプのサービス（高齢者への支援や働く女性
のための育児支援、環境の保全、余暇の発達など）には、大きな潜在的需要があるとして期待
を示している。しかし、その需要はサービスの価格が高いためにあまり満たされておら
ず、それを打開するためには、労働コストを下げてサービス価格を下げる必要があると提
言している。なお、意見書では「ローカル・サービス」という用語は用いられていないが、
ベルギーでは 1980 年代後半より使われはじめた表現という（Bottani-Dechaud 2015: 4）。他
方、ルクセンブルクのフランス語での意見書の中では、白書の中で「ローカル・サービス」
として採用されている用語と近似した services dits “de proximité” （「ローカル」と言われるサ
ービス」）という用語が使用されていた。
欧州委員会内でこうした提言を中心となってまとめ、推進してきたのは、ドロール委員
長、その委員長官房、また欧州委員会第 5 総局（労働社会政策担当）であるが、コペンハ
ーゲン欧州理事会直後に議長国となったベルギー政府とも連携しながら進めたことが、上
記でみた意見書や白書の内容から読み解ける。
欧州委員会は社会政策に関して、1993 年 11 月に「ヨーロッパ社会政策─EU の選択（グ
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リーンペーパー）」（COM(93) 551）、そして 1994 年 7 月には「ヨーロッパ社会政策─ EU の進
路（白書）」（COM(94) 333）を出している。これらを通してみえてくるのは、福祉と労働者の
保護を主軸とした「社会的ヨーロッパ」から、雇用の促進を社会政策の促進と結びつける
という新たな路線である（濱口 1999、中力 2013）。これは、労働市場の柔軟性を高めるとい
う点で自由主義勢力の求めに応える一方で、労働を通して社会的包摂を実現するという社
会民主主義勢力による新たな社会政策の提示でもあった。
2000 年 3 月のリスボン欧州理事会では、EU の来る 10 年間の経済・社会政策である「リ
スボン戦略」が採択され、また社会的包摂を推進するために「開かれた政策協調手法」
（Open Method of Coordination）を社会保障政策にも採用することが合意された。加盟国同士が
お互いの経験から学ぶこうした手法を推進するのに貢献した人物として、当時ベルギーの
社会保障・年金大臣フランク・ファンデンブルーク（フラマン語系社会党出身）があげられ
る。翌 2001 年にベルギーが EU 議長国の際に開催した会議にあわせて、ヨーロッパの福祉
国家の新たなあり方に関する研究報告書（A New Welfare Architecture for Europe? ）の提出をエ
スピン－アンデルセンらの研究グループに要請したのもファンデンブルークであった
（Esping-Andersen et al. 2001, Marx et al. 2015: 199-200）。この報告書の内容は、2002 年に『なぜ
われわれは新しい福祉国家を必要とするのか』（Why We Need a New Welfare State）という書籍と
してもまとめられている（Esping-Andersen et al. 2002）。
報告書は、社会民主主義勢力の社会哲学を示すものとなっており、知識基盤型経済を追
求していくと同時に、低技能労働者の社会的包摂を促進するためには、新たな雇用の場を
作り出すことの重要性が強調されている。そうした中で注目されたのが、家事や介護労働
といったサービス部門だったのである。なお、ファンデンブルークは、後述するベルギー
のバウチャー制度導入に際しても大きな役割を果たしている。
現在、EU レベルでこの「セクター」の促進を担当しているのは「欧州雇用・社会問題・包
摂総局」（DG EMPL）であるが、現地調査６）から明らかとなったのは、フランス語話者のネ
ットワークが中心となって進められていることである。具体的には、欧州委員会で中心と
なって担当している二人のうち、一人はドロール委員長時代からサービス部門の振興を推
進してきたフランス語系のベルギー人であり、もう一人は若手のフランス人である。振興
策を展開していくにあたり、パートナーとなっているのは、ブリュッセルにある業界団体
の EFSI（European Federation for Services to Individuals）、そして同じくブリュッセルにある社会
的連帯経済を標榜するフランス語系のシンクタンク（Pour la Solidarité－European Think Tank
européen）である。ここでも、前者の事務局長（実質的に一人事務所）は若手のフランス語
系のベルギー人、後者の代表もフランス語系のベルギー人である。さらに、欧州委員会の
依頼でこの新たな「セクター」に関連する調査報告書を複数まとめているのも、フランス
のリールにある調査会社のフランス人である。業界団体である EFSI の正会員になっている
のが、バウチャー発行元になっている Sodexo や Edenred というフランス系のグローバル企
業である点も興味深い。
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欧州委員会の担当者がフランス語話者であることは、この「セクター」の呼称にも影響を与
えている。実際、「ローカル・サービス」から、「対人サービス」（［英語］Services to Individuals /
［仏語］Services à la personne）、そして PHS（［英語］Personal and Household Services /［仏語］Services
aux personnes et aux ménages）へと変遷してきているが、こうした呼称の選定において、フランス
語での語感が重視されたことが、インタビュー調査で確認されている７）。例えば、ILO で使
用されている「ドメスティック・ワーク」（Domestic Work）という用語は、フランス語で召し使
いを連想させてしまうため、採用しなかったということである。そして「対人サービス」と
いう呼称は、2005 年からフランス政府が主導して進めた振興政策での呼称に対応している。
このように、EU レベルにおいて 1990 年代より進められた「対人サービス」の振興は、
硬直した労働市場の改革を求める自由主義勢力の求めに単に応じた結果ではなく、社会民
主主義勢力が新たな社会政策を模索する中ではじめられたことでもあった。以下では、そ
うした方針が、各加盟国レベルでどのように影響を与えたのか、みていくこととしたい。
2 ──フランスとベルギーにおけるバウチャー制度の導入
EU は、雇用促進のためのツールとして、はやくからバウチャー制度に着目していたこと
をみてきたが、では各国では具体的にどのようにバウチャー制度が導入され、利用が進ん
だのだろうか。以下では、はやくからバウチャー制度を導入し、その後政府主導で「対人
サービス」政策が積極的に進められたフランスの事例、また「サービス・バウチャー」制度
を導入して家事労働の産業化を推し進めたベルギーの事例をとりあげて、詳しくみていく
ことにしたい。
2-1　フランスのバウチャー制度
フランスのバウチャー制度は当初、主として個人雇用主が人を雇う際の手続きの簡素化
を可能にするものとして導入された。まず、1993 年 12 月 20 日の 5 ヶ年法で「雇用サー
ビス小切手」（Chèque emploi-service：以下 CES）導入の原則が示され、1994 年 11 月 10 日のデ
クレ（政令）で、試験的に導入（1994 年 12 月 1 日から 1995 年 12 月 31 日まで。後に 1996 年
3 月 31 日まで延長）されるにあたっての詳細が決定された。
CES の小切手帳は利用者がまず銀行等で手に入れるもので、賃金の支払いに使う小切手
の他に、社会保険料等の申告用に用いる用紙も綴じ込まれていた。その申告用の様式を使
うことで雇用主としての各種申告を URSSAF（社会保障・家族手当負担金徴収組合）にしない
で済むという仕組みになっていた。CES を使用するには労働者との合意が必要になるが、
雇用主側にとってはさまざまな手続きの負担の軽減につながるというメリットのあるもの
だった。例えば、社会保険料等の計算をかわりに行ってもらえ、その額は口座引き落とし
で納入すればよく、後に税控除を受けるための証明書も送付してもらえ、被雇用者への給
与明細も代わりに作成してもらえ、直接本人に送ってもらえた。
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他方、労働者側にとっても、CES で賃金を受け取ることは、社会保障費の積み立てがで
きるといったメリットをもたらすものだった。そして小切手という形をとっているもの
の、労働法が適用される制度であり、また CES を使用しても全国協約が適用される決まり
であったため、最低賃金や労働条件に関しての保証もあった。有給休暇に関しては、CES
利用者は賃金を 10％割り増しすることで、その代わりとされた。
この制度の利用には、しかしさまざまな制限もあった。CES を使って利用できるサービ
スは、子守や要介助者（高齢者、障がい者など）の自宅での支援や近隣の移動の補助などに
限られていた。そして時間数は、週 8 時間を超えない範囲で、もしくは年に 4 週間を超え
ない有期契約で労働者を雇う場合に限られるとも定められた。また、個人雇用主による直
接雇用の他に税控除の対象となるサービスを提供できるのは、1991 年に導入された認可を
受けた非営利目的のアソシエーションや自治体の社会福祉センターといった団体であった。
CES は、1996 年 1 月 29 日の法律 96-63 で恒久化された。このとき同時に、税控除の対
象となる条件の緩和がすすめられた。時間数に関しては、CES の使用は週 8 時間以内また
は 4 週間以内の有期雇用の契約の場合に限られ、CES を使用することで雇用契約書を作成
する必要はないとされていたが、それ以上の時間数でも、書面による労働契約を結べば
CES での支払いが可能となった。家事や介護支援に特化してサービスを提供する営利企業
も、認可を得ることで、税控除の対象となるようになった。これは、民間の営利企業が社
会福祉分野に参入するのを後押ししたという意味で、大きな変化であった。そして、企業
委員会や企業などが従業員の福利厚生のために在宅支援サービスを利用する際に補助金を
出すことも認められることとなった。企業側には、そうした費用に対して税制上の優遇措
置が認められた。
2005 年になると、サービス部門での雇用を創出するために、政府は「対人サービス」とい
う新たなセクターの振興にのりだすこととなった８）。当時「雇用・労働・社会的結束」相を
務めたジャン＝ルイ・ボルロー（Jean-Louis Borloo）が中心となってすすめたため、通称「ボ
ルロープラン」と呼ばれるこの政策により、フランスでは「対人サービス」という名のも
とに、要介助者（幼児、高齢者、障がい者など）へのサービスだけでなく、家事代行サー
ビスなどワーク・ライフ・バランスに寄与するようなサービスも加えた、従来の統計上の分
類に存在しない新たなサービス部門がつくられることとなった。具体的には、下記のよう
な 21 種類のサービスがその対象となった（現在では 26 種類となっている）。
①家族へのサービス（自宅での子守、保育園等での子守、家庭教師、自宅での IT 講習、行政
手続き支援等）
②日常生活にかかわるサービス（掃除、家事、クリーニング・食事・買物の配達［他のサービ
スと併せて提供される必要有］、庭仕事、細かな修理、情報提供・コーディネート等）
③要介助者へのサービス（高齢者、障がい者、要介助者への支援、病人の付添、散歩や日常
的行為への付添、ペットの散歩等）
030 EUにおける「対人サービス」振興政策の背景と課題◎中力えり
こうした「対人サービス」は、3 つの形態での提供が可能とされた。即ち、1）個人雇用
主による直接雇用、2）人材紹介サービス－人材紹介会社の紹介により、労働者と個人雇用
主が契約をするというもの、そして 3）人材派遣サービス─人材派遣会社が労働者と契約
をし、サービス提供先に派遣するという形態である。
政府は「対人サービス」の振興策をさまざまに展開したが、そのひとつに「汎用雇用サ
ービス小切手」CESU（Chèque emploi service universel：以下 CESU）の導入があった。これは、
従来の CES に代わるもので、使用範囲を拡大し、さらに 1994 年より導入されていた「雇
用サービス切符」（Titre Emploi Service : 以下 TES）を統合させるかたちで再編されたバウチャ
ー制度で、2006 年 1 月から導入された。
新しいバウチャー制度では、CES と同様に、個人雇用主が人を雇用する上でのさまざま
な申告手続きを簡素化する様式が用意された。これは、「銀行 CESU」（CESU bancaire）、後に
「申告用 CESU」（CESU déclaratif ）と呼ばれるものに相当する。賃金の支払いには、小切手だ
けでなく、後述する「補助金 CESU」（CESU préfinancé）や振り込みも利用できることになっ
た。個人雇用主は、「申告」をすれば税制上の優遇措置が受けられるというメリットがあ
り、また労働者は社会保障費の積立てが可能になるということから、この制度が新たな雇
用の創出と、インフォーマル経済のフォーマル化の促進につながることが期待された。
CESU になって新しく変わったこととして、「補助金 CESU」という、企業委員会や企業、
自治体や共済などが「対人サービス」の利用料の一部または全額を補助することができるバ
ウチャーが導入されたことがあげられる９）。これは、食事補助用のバウチャーをモデルにし
て先に投入されていた TES を統合するものだった。「補助金 CESU」は、記名式が原則となっ
ており、その額面や有効期限もあらかじめ決められている。これは、個人雇用主が「対人サ
ービス」を行ってもらうために人を雇用した場合の賃金を支払う手段として、また人材派遣
サービスによって「対人サービス」を利用した際の代金の支払いにも使えるものである。
「補助金 CESU」はその後「福利厚生用 CESU」（CESU RH）と「社会的 CESU」（CESU social）
というふたつの名称に区別されて使われるようになった。「福利厚生用 CESU」は、主に企
業や企業委員会が社員等の「対人サービス」利用を補助するものである。企業にとって
は、福利厚生の一環として利用すると同時に、税制上の優遇措置を受けられるという利点
のあるものとなっている 10）。利用者にとっては、所得税のかからない収入（上限は一人当た
り年 1830 ユーロまで）となっている。
他方、「社会的 CESU」は、主として県議会が現金を支給する代わりに利用者にサービス
が受けられるバウチャーを支給するというものである。自治体や家族手当金庫、共済など
にとっては、支援が別の用途に使われることを防げる上、未使用分が回収できるといった
メリットがあるものとなっている。実際、2009 年から 2012 年の 4 年間分で 1 億ユーロ以
上が返金されて節約できたとの報告もある 11）。
CESU はまた、利用者が死亡した際に支援を続けるリスクをなくす制度として期待され
ている。こうしたことから、「社会的 CESU」を採用する県議会は年々増えている。2011 年
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には 20、2013 年には 26、そして 2014 年には 28 の県議会が採用している（APECESU 2014a,
2014b）。2014 年に発効された「社会的 CESU」は 5 億 900 万ユーロ分だが、その内 4 億 4400
万ユーロは 28 の県議会向けであったことからもその規模がうかがえる（APECESU 2014a）。
政府は、CESU 関連の諸手続きをオンラインで行えるようにしたり、「補助金 CESU」の電
子化を推し進めたりすることで、さらなるコスト削減を実現しようとしている。こうした
「補助金 CESU」は、今日認可を受けた 6 つの発行元（Domiserve, Edenred, Groupe UP Chèque
Domicile, La Banque Postale, Natixis Intertitres, Sodexo）が扱っているが、そのうち 4 つ（Edenred,
Groupe UP, Natixis Intertitres, Sodexo）が食事補助用のバウチャーも扱ってきたところである。知
名度と信頼のある大企業の力を借りることによって「対人サービス」の産業化がはかられて
きた訳であるが、企業の側にとっても新たなビジネスチャンスであると同時に、失業問題の
改善が社会保障関係費（疾病、老齢年金、労働災害、家族手当）や失業保険の負担を減らすこ
とにつながることから、「対人サービス」を促進する意味は大いにあったのである。
2-2　ベルギーのバウチャー制度
ベルギーのサービス・バウチャー（Titres-services）は、2001 年から「ローカル・サービス」
の発展を支えるべく導入されたツールである。紙媒体だけでなく、電子媒体のかたちでも
利用されている。当初は各地域（フラマン、ワロン、ブリュッセル首都圏）が管理主体であっ
たが、2004 年 1 月から連邦政府主導の政策として進められることとなり、以降本格的に普
及した制度である。バウチャー制度は予想を上回る利用状況となり、財政上の問題が出て
くる中、2016 年 1 月より国から 3 地域へとその管理が移管されている。実際には、各地域
での入札の結果、Sodexo という従来からバウチャーを発行していた企業が引き続き 3 つの
地域で管理を委託されることとなり、継続性がみられる。
ベルギーのサービス・バウチャーは、フランスとは異なり、要介助者の支援に対しては使
用できず、主として家事支援に対して用いるものとなっている。その中でもサービス・バウ
チャーで利用できるサービスは限定されており、利用者の自宅での掃除（窓拭き含む）、洗
濯とアイロンがけ、アイロンがけをする洗濯物のほつれ直し、食事の用意といった家事支
援、そして自宅外では認可された企業によるアイロンがけ、お遣い（郵便局や薬局、パン屋
での買い物などを想定。電化製品の購入などは含まれない）、身体の不自由な人（利用者自身ま
たは利用者の未成年の障がい者の子ども）の移動に用いることができる。自宅で行われるサー
ビスであっても、簡単な修理や庭の手入れ、また子守、高齢者や病人の付き添いなどのサ
ービスには使用できない。
サービス・バウチャー導入の主たる目的は、長期失業者や低技能労働者の雇用を生み出
し、インフォーマル経済を縮小させることであった。それに加え、ワーク・ライフ・バラン
スの実現に寄与するといった目的もあげられた。
ベルギーの制度の特徴は、利用者が労働者と直接雇用契約を結ぶのではなく、必ず企業
（営利・非営利）が間に入る仕組みとなっていることである。これは三者間関係モデルと呼ば
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れている（図 1）。つまり、労働者と雇用契
約を結ぶのは企業であり、利用者は企業に
雇われている労働者からサービスの提供を
受け、その対価は労働者を介して企業にバ
ウチャーで支払うことになる。企業は受け
取ったサービス・バウチャーを発行元の
Sodexo に送り、補助金が上乗せされた額を
受け取る仕組みとなっているため、実際に
は五者がかかわる制度となっている。
連邦政府の管轄下でのバウチャーの利用
料（2014 年 1 月当時）は、400 枚までは 1 枚 9 ユーロ（1 ユーロは当時約 140 円）、残り 100
枚は 10 ユーロだった。バウチャーは年間で原則大人一人あたり 500 枚まで、一世帯で
1000 枚まで購入でき、その使用期限は購入後 8 か月とされた。バウチャーは 1 枚で 1 時
間分の家事労働の対価として使用できるが、利用者は年間一人当たり 1380 ユーロを上限
に 30％の税控除か給付付き税控除がさらに受けられることとなっているため、実際の負担
としては、400 時間までは 1 時間当たり 6.30 ユーロ、それを越える 100 時間分に関しては
7 ユーロで済むという大変有利な制度となっていた。サービス・バウチャーの発行元である
Sodexo が企業に支払うのは 1 枚＝1 時間 22.04 ユーロであり、利用者が支払う 9 ユーロと
の差額の 13・04 ユーロは連邦政府が Sodexo に支払う仕組みである。つまり、政府にとっ
ては、サービス・バウチャーで行われる仕事 1 時間あたりで計 15.74 ユーロ（13.04 ユーロと
税の軽減分 2.7 ユーロ）、割合でいえば 71.4％を補助していたことになる 12）。
労働者は、バウチャー制度下で働くにあたって、必ず認可された企業と書面で「サービ
ス・バウチャー労働契約」を結ぶ決まりとなっている。この契約は、通常の雇用契約に関す
る 1978 年 7 月 3 日の法律に準じた契約となるが、バウチャー制度特有の取り決めもある。
例えば、最初の 3 か月は有期雇用、無期雇用いずれも可能で、週当たりの最低労働時間も決
められていないが、4 か月目からは無期雇用の契約へと切り替えることが求められ、最低労
働時間も、失業手当などの手当を受給している人は最低週 13 時間以上、手当を受給してい
ない人は最低週 10 時間以上でなけらればならない。他方、労働時間の上限は、週 38 時間と
されている。また、一回の勤務が原則として連続 3 時間以上でなければならない（休憩や移
動をはさんでもよいが、1 日の勤務時間が 3 時間以上でも、その時間が連続していない場合には 1
回の勤務が 3 時間を下回ると違法になる）といった決まりもある。バウチャー制度下の労働
契約には労働協約も適用され、仕事の対価として支払われる賃金も定められている 13）。
このように、利用者にとっても魅力的な制度であり、労働者にとっても労働条件の改善
が見込まれることから、ベルギーのサービス・バウチャー制度の利用状況は導入以来、大幅
な伸びを見せている。2004 年には利用者数が 9 万 8814 人、労働者数が 1 万 5077 人、認
可企業数が 504 であったのが、2012 年には、利用者数が 89 万 9558 人（20 歳以上のベルギ
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図1　ベルギーのバウチャー制度（三者間関係モデル）
労働者
利用者
雇用契約
利用契約サービス提供／利用
企　業
ーの人口の 10.5％）、労働者数が 15 万 1137 人、認可企業の数は 2753 に上るまでになった
（IDEA Consult, 2013）。2013 年には、利用者数は 95 万 918 人までさらに伸びたが、労働者数
は 14 万 9782 人、認可企業数は 2577 とはじめて前年を下回り、再編が始まっている状況
もみてとれるが、〈表 1〉が示す通り、この 10 年で利用者数、労働者数とも 10 倍近くにな
っていることが分かる（Marx et al. 2015: 205, IDEA Consult 2014: 9-10）。しかし、ベルギーのサ
ービス・バウチャー制度下の労働が問題も孕んでいることは、後述する。
３ ──フランスとベルギーのバウチャー制度の比較からみえてくるもの
フランスの CESU を活用した「対人サービス」振興政策と、ベルギーの「サービス・バウ
チャー」を使用した「ローカル・サービス」振興政策の詳細について述べてきたが、以下で
は両者を比較しながら、共通点と相違点についてみていきたい。
共通点としてはまず、いずれも失業問題に対処するために、特に低技能労働者の雇用を
創出するために、サービス部門で新たな雇用を創出しようとしたことがあげられる。ま
た、インフォーマル経済のフォーマル化を志向していることも指摘できる。そして、ワー
ク・ライフ・バランスの向上、女性の社会進出の後押しをするためのサービスを拡大しよう
という点でも一致している。こうした政策は、EU の成長戦略に沿うものでもある。
バウチャー制度の活用によって新たなサービスの需要を掘り起こした点でも、フランスと
ベルギーは共通している。しかし、実際に導入された制度の内容は、異なるものだった。
フランスにおけるバウチャー制度は、先にみたように、当初個人雇用主による雇用創出
と「ヤミ労働」のフォーマル化を後押しするために、申告の簡素化と税控除を与えるかた
ちではじまった。バウチャーが使えるサービスは、子守や要介助者への支援に限られてい
た。そうした介助サービスは、歴史的にアソシエーションなど非営利の団体により担われ
てきたが、規制緩和により、やがて認可を受けた営利企業も税控除を受けられる担い手と
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利用者数＊１ 労働者数＊2 認可企業数＊３
2004 98.814 15.077 504
2005 190.734 28.933 840
2006 316.101 61.759 1.162
2007 449.626 87.152 1.504
2008 557.482 103.437 1.892
2009 665.884 120.324 2.292
2010 760.702 136.915 2.576
2011 834.959 149.827 2.708
2012 899.558 151.137 2.753
2013 950.918 149.782 2.577
表1　ベルギーのサービス・バウチャー制度の推移（2004年から2013年）
＊1　利用者数には、少なくとも年に一回以上サービス・バウチャーを購入した人に加え、育児支援制度の一環で無償でサービス・バウチャーを受け取っ
た個人事業主の数も含まれている。従って、両方で利用した人はダブルカウントされている。
＊2　複数の企業で働いた者は、一度のみカウントされている。
＊3　少なくとも年に一回以上、サービス・バウチャーの返金を受けた企業。
出典：Marx et al., 2015, p.205とIDEA Consult, 2014, pp.9-10をもとに作成
して認められた。バウチャーが使えるサービスも、ワーク・ライフ・バランスの促進に役立
つ家事支援サービスや自宅でのさまざまな活動を支援するサービス（家庭教師や庭仕事、簡
単な大工仕事等）へ広がっていった。このように、「対人サービス」部門は、個人雇用主によ
る直接雇用に税制上の優遇策を認めながらも、人材派遣の形態でサービスを提供する営利
企業の参入を後押しすることで、また民間企業の福利厚生用の資金と自治体の社会政策の
補助金を取り込むかたちで発展が目指されたのである。
2005 年からフランス政府が主導して進めた「対人サービス」政策は、「社会的結束計画」
の一環と位置付けられたものであり（中力 2012）、社会的排除に抗するために雇用を創出す
るという目的も掲げられていた。この政策は保守政権によって進められたものであった
が、その旗振り役のボルロー大臣が中道寄りの政治家で社会政策に熱心に取り組んでいた
ことも関係していただろう。しかし、上記でみた通り、フランスにおける「対人サービス」
部門の拡大は、規制緩和の過程であったことも分かる 14）。
その背景には、企業経営者側が社会福祉の分野に市場原理を取り入れることを目指し、
さらにはフランス経済の成長の足枷になっているとされる社会保障費の高負担や労働コス
トの問題、低技能労働者の失業の問題を改善しようと働きかけたことも大きく影響してい
るだろう。フランス経済界によるロビー活動は、フランス国内だけでなく、フランスの経
営者団体 CNPF（現在の MEDEF の前身）の会長にジャン・ガンドワ氏が 1994 年に就任した
直後から EU レベルでも行われていたことが、当時会長の依頼で動いていた人物とのイン
タビュー調査 15）で確認できている。
他方、フランスの個人雇用主の最大の使用者団体である FEPEM（Fédération des particuliers
employeurs de France）の存在も、フランスのバウチャー制度の普及に大きな役割を果たした
といえる。FEPEM にとって、バウチャーの導入による手続きの簡素化や税控除は、個人雇
用主による直接雇用の拡大、またインフォーマル経済のフォーマル化を進める活動の追い
風になるもので、熱心なロビー活動がみられたからである。
インフォーマル経済をいかに解消していくかは営利企業にとっても大きな課題であり 16）、
バウチャー制度がそのための有効なツールになるという認識では FEPEM とも一致してい
る。ただ、直接雇用は営利企業からは「ヤミ労働」の温床であり、「不平等」な競争を強い
られる元凶であると考えられている点も指摘しておく必要があるだろう。
個人雇用主による直接雇用の割合が 6 割程度と依然として高いフランスであるが 17）、人
材派遣の形態の方が望ましいとの見解は、営利企業だけでなく、非営利の団体やアソシエ
ーションにも共有されている（Petrella 2012）。それは、個人雇用主による直接雇用が歴史的
に主人と召し使いの関係を連想させるものであることや、個人家庭は第三者の立ち入りが
難しい場所で労働条件が劣悪になりやすいことからである。
FEPEM は、歴史的にカトリック系の団体に所属していた女性による家事労働者の権利擁
護の活動から発展してきており（Martin-Huan 1997）、使用者団体とはいえ、営利を求めて活
動する企業とは一線を画してきた。この団体にとって、個人雇用主による直接雇用という
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モデルは、雇用主が営利を求めていないからこそ好ましいものなのだが、その考え方は必
ずしも広く支持されていないのである。そして企業経営者からは、営利を求めない、女性
個人雇用主が中心となって活動してきた団体であるという点からも、特異な存在とみなさ
れてきた。
それでも、FEPEM は税控除の条件など、個人雇用主の利益を守るための強力なロビー活
動を展開し続けており、フランスの「対人サービス」政策を語る上で、無視できない存在
であり続けている。
他方、新たな動きとして、FEPEM が EFFE（European Federation for Family Employment and
Home Care）という団体を設立して EU レベルでのロビー活動に力を入れるようになってい
る点は興味深い。また、バウチャー制度を活用した個人雇用主による直接雇用モデルを他
国でも確立すべく、活動を展開しはじめている点も注目に値する。例えば、フランスと同
じく直接雇用の割合が高く、「ヤミ労働」も多い隣国イタリアで、従来の劣悪なバウチャー制
度に代わり、フランスをモデルとした新たなバウチャー制度を投入しようと、イタリアの使
用者団体、そして政治家に働きかけを行っていることが、現地調査で確認されている 18）。
ベルギーのサービス・バウチャー制度を使った家事労働サービスの振興政策は、2004 年
に第二次フェルホフスタット内閣（自由党と社会党との連立政権）の時に本格的に進められ
た。その際、中心的な役割を果たしたのがフラマン語系社会党出身のフランク・ファンデン
ブルークであった。ファンデンブルークは先にみたように、2001 年にベルギーが EU の議
長国を務めた際の社会保障・年金大臣で、エスピン－アンデルセンらの研究グループに研究
報告書の作成を依頼するなど、ヨーロッパの福祉国家の新たなあり方を構想、実践した人物
である。自身も、政治家（現在は引退）だけでなく研究者（経済学、政治哲学）であり、社会
正義について考察した博士論文 19）やヨーロッパにおける福祉政策の在り方ついて多数の論
文や著書を著している（Vandenbroucke 2001; Vandenbroucke 2002; Cantillon and Vandenbroucke 2014）。
ファンデンブルークやエスピン─アンデルセンらは社会的投資国家論を展開し、ライフ
チャンスの平等を視野に、子どもの教育やケアへの投資、人々の就労可能性の向上を重視
した。また、EU が 2000 年のリスボン戦略で掲げたように、「世界で最もダイナミックで競
争力のある知識基盤型経済」の構築を目指すなかで、高度な技能を有せず、めまぐるしく
変化する社会に柔軟に適応していくことが出来ない人々の社会的排除を防ぐために、また
男性稼ぎ主型モデルが機能しなくなっている中で、女性、長期失業者や低技能労働者、高
齢者の就労も積極的に追及された。2012 年 6 月 22 日の政令により、企業が新規にサービ
ス・バウチャー制度で採用する際には、60％が完全失業者か統合手当の受給者でなければな
らない（四半期ごとに計算）といったルールも設けられた。
ベルギーのサービス・バウチャー制度は、こうした構想を背景として実現された政策であ
った。ベルギーの場合は上記でみたように、フランスとは逆に、利用できるサービスは主と
して家事支援に絞られた 20）。そして、個人雇用主による直接雇用ではなく、企業（営利・非営
利）を必ず通すという三者間関係モデルによって展開された。企業を介した方が、労働者に
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とってよりよい労働環境を保証できるとの考えがみられる。
労働者にとって実際、バウチャー制度は社会保険への加入や有給休暇、出産・育児休暇の
権利などが保証されるというメリットをもたらしてくれるものでもある。手元に残る収入
は減ることになっても、労働条件の改善につながるため、先にみたように、多くの者が
「ヤミ労働」よりもバウチャー制度内で働くことを志向するようになっているという（Marx
et al. 2015; Michielsen 2013; IDEA Consult 2014）。
ベルギーのバウチャー制度は、成功例として語られることが多く、他国にそのモデルを
輸出しようとする試みもある。ただし、研究者からはベルギーのシステムにも問題がある
という指摘がなされている。
まず、サービス・バウチャー制度の下で働ける労働者は、ベルギー人の労働者、または滞
在許可をもつ移住労働者となっている。非正規滞在者も、一部では名義貸しなどにより実
は働いているとの指摘があるが 21）、制度上は締め出されているため、主にインフォーマル
経済で働き続けることを余儀なくされている。
また、現場で働く労働者へのインタビュー調査から、さらなる問題点も指摘されてい
る。まず、雇用の条件にかかわって、バウチャー制度を利用して働きたい人が増えたこと
で、特に営利企業から、これまでの雇用主を顧客として連れてくることが契約の条件とし
て提示されることがあるという。そのため、「ヤミ労働」を続けざるを得ない者もいるとい
うのである（Michielsen 2013）。
次に、労働環境にかかわる点も指摘されている。バウチャー制度で雇用されている者は
本来、労働時間や仕事の内容が決められており、賃金が保証されているはずである。しか
し、実際には利用者からバウチャー制度では想定されていない仕事をするよう頼まれた
り、時間内で終わらない仕事量を要求されたり、といった問題が生じているという。イン
フォーマルに働いていた時の雇用主を企業に紹介し、バウチャー制度を使ってフォーマル
に仕事をすることになった場合、以前はこなしていた仕事を断れないといった問題や、利
用者から要求された仕事をやっていいのかどうかの判断を労働者側でするのが難しいとい
ったことも指摘されている。契約は企業と利用者の間で結ばれているため、契約書の内容
を労働者側が知ることができないといった問題もある（Michielsen 2013）。
他にも、利用者が直前にキャンセルした場合、賃金がもらえなかったり、強制的に休み
を取らされたりすること、どのような権利があるのか企業側がよく説明しないか、あるい
は意図的に間違った説明をするケースもあるという。また、移住労働者に対しては、企業
そして利用者からの差別の問題も報告されている（IDEA Consult 2013, Michielsen 2013）。
──おわりに
本稿ではまず、EU レベルで家事や介護労働といったサービス部門の振興がどのような経
緯で構想されたのかを振り返り、90 年代初頭から社会民主主義勢力による新たな福祉国家
037和光大学現代人間学部紀要　第10号（2017年3月）
の在り方の模索があったことを示した。次に、フランスとベルギーでどのようなバウチャ
ー制度が導入されているのか、その過程ではどのような行為者がかかわっていたのかを明
らかにした。社会的排除の防止に力点を置くのか、より規制緩和を求める立場から推進し
ようとするのかによって制度のあり方も異なるものになっていることをみたが、いずれも
家事や介護労働の担い手として想定しているのは、主として国内の低技能労働者や長期失
業者などであることも示した。
実際には、多くの移住労働者や非正規滞在者が家事や介護労働を担っていることは先行
研究で示されているところであり、そうした現実とどう向き合っていくのかが、今後問わ
れているといえるだろう。
他方、日本の「外国人家事支援人材」の受け入れ事業はヨーロッパとは異なる文脈で進
められているが、EU、フランス、そしてベルギーの事例は、制度のあり方や労働者が直面
する諸問題を考える上で、多くの示唆を与えてくれるものであるといえるだろう。
《注》
１）本研究は、JSPS 科学研究費 JP21252001（2009～2011 年度）、JP24252003（2012～2014 年度）、
JP15H02602（2015～2017 年度）の助成を受けたものである。2009～2010 年にかけてパリで伊藤る
り、定松文、園部裕子、村上一基とともに現地調査を実施した。2011 年から 2015 年にかけては、
ブリュッセル、パリ、ストラスブール、ジュネーブ等で、伊藤るり、中力えりで現地調査を実施し
てきた。また 2016 年 3 月にローマで、伊藤るり、宮崎理枝、中力えりで聞き取り調査を実施した。
２）科学研究費助成研究「移住家事労働者と ILO189 号条約―組織化・権利保障・トランスナショナルな連
帯」(JP15H02602)もそのひとつである。
３）ここでは便宜上、一番普及している呼称を用いる。
４）食事補助用バウチャー（Luncheon Vouchers）のアイデアは、1954 年にイギリスで生まれ、それが
1957 年にフランスに伝わり、1962 年に大企業が仕組みづくりを進め、政府も 1967 年に後押しをし
たことで本格的に普及したものである。ベルギーにも 1960 年代に伝わり、使われるようになった。
その後、イタリアやドイツ、スペインでも使われるようになり、遠くはブラジルでも普及している。
５）そうしたシステムを支えてきたのは、チケットレストラン®（後に Edenred）や Sodexo といったフラ
ンス系のグローバル企業である。
６）2013 年 3 月に欧州委員会 DG EMPL の担当者、シンクタンク Pour la Solidarité の代表と担当者、
2014 年 3 月に欧州委員会 DG EMPL の担当者、業界団体 EFSI の事務局長に対して、伊藤るり、中
力えりでインタビュー調査を実施した。
７）2013 年 3 月のインタビュー調査。
８）2005 年 2 月に「対人サービス発展のための計画」が示され、2005 年 7 月 26 日にそれを実施するた
めの法律が公布された。
９）1996 年 1 月の法改正の際に企業委員会等が従業員によるサービス利用を促すために、利用料を補助
すること自体は既に可能になっていたものの、それをバウチャーとして発行することになった。
10）「福利厚生用 CESU」は、2014 年には 2 億 9800 万ユーロ分発行され、その内 2 億 3200 万ユーロは民
間の企業や企業委員会向けであった（APECESU 2014a）。
11）2009 年は 1700 万ユーロ、2010 年は 2400 万ユーロ、2011 年は 2810 万、2012 年は 3260 万ユーロ
（APECESU 2014b）。2013 年分に関しては、2014 年に県議会に未利用 CESU 分として返金された額
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は 4230 万ユーロに上った（APECESU 2014a）。
12）それに加えて、連邦政府は Sodexo に対し、バウチャー 1 枚あたり 0.852 ユーロの手数料も支払うこ
とになっていた。
13）2013 年 2 月 1 日以降、新規に雇用された際には時給 10.28 ユーロ、2 年目からは時給 10.69 ユー
ロ、3 年目からは時給 10.82 ユーロ、4 年目からは時給 10.93 ユーロと定められている。
14）2012 年に社会党政権に変わったことで「対人サービス」政策は再検討され、2016 年より認可制度
が一部見直されるなど、規制強化の動きもみられるようになっているが、詳しくは稿を改めて述べ
たいと思う。
15）2014 年 3 月にインタビュー調査を実施した。
16）フランスの「対人サービス」を提供する企業 O2 で 2014 年 3 月に実施したインタビュー調査でも大
きな問題として提起されていた。
17）個人雇用主による直接雇用が 61％、非営利の団体やアソシエーションが 36％、営利企業が 3％と推
計されている（DGCIS 2011: 32）。
18）2016 年 3 月にローマで実施した、使用者団体 ASSINDATCOLF や DOMINA での聞き取り調査よ
り。FEPEM は ASSINDATCOLF と協力協定を締結している（FEPEM の HP 掲載 2015 年 11 月 18 日
付の記事参照）。
http://www.fepem.fr/fepem-moteur-de-lemploi-a-domicile-europe-cooperation-franco-italienne-renforcee/
19）オックスフォード大学で執筆した博士論文は、後に書籍化されている（Vandenbroucke 2001）。
20）要介助者への介助サービスは別の枠組みで提供された。
21）2014 年 3 月に実施したアントワープ大学の研究者 Michielsen 氏へのインタビュー調査でも、そうし
た指摘があった。
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